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要旨 

現在の日本では、若者雇用問題として、「フリーター・ニートの増加」が大きな社会問題と

なっているが、このフリーター・ニートの多くは、私たちと同世代の人達であり、そういっ

た点において我々学生にとっても身近な問題である。これらの人達と近い視点で、これ以上

フリーター・ニートを増やさないための政策を提言する。 

ニートとは「15～34 歳の非労働人口のうち、通学、家事を行っていない者（厚生労働省

『労働白書』より）」であり、64 万人（2004 年）のニートが存在する。また、フリーターと

は、「学生を除く 15～34 歳の男性または未婚の女性で、パート・アルバイトをして働く者お

よびこれを希望する者（厚生労働省『労働白書』より）である。フリーターの人数は、厚生

労働省の調べでは 213 万人(2004 年)で、ここ 10 年間で倍増している。 

国の財源というものは、国民が納める税金によって成り立っているが、フリーターの納め

る税金は正社員に比べて少なく、またニートに至っては全く税金を納めていないために、財

政の圧迫を引き起こす要因となっている。また、今日の日本は少子高齢化が進んでおり、生

産に従事する労働力が先細りしていくことは確かであることに加えて、ニートの増加が労働

力低下に拍車をかけているということが大きな問題である。そこで我々は、これ以上フリー

ター・ニートを増やさないための政策として、「New ニューディール政策」と「高校 4 年制

政策」を提言する。まず、「New ニューディール政策」とは、公務員の給料をカットして、

雇用口を増やすという政策である。次に「高校 4年制政策」とは、高校卒業時に、大学受験

の失敗、就職活動の失敗などによる教育機関からの移行に失敗した若者や、就業意識が低い

若者を対象に、就業訓練を行う場を高等学校に設けるという政策である。 
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はじめに 

現在の日本が抱える課題として、「若者雇用問題」が挙げられている。正社員として就労し

ないフリーターや、働く意識の低いニートの多くは私たちと同世代の人たちでありごく、身

近に存在する。その同世代の若者たちが、今後さら増加すると、日本の将来に悪影響を及ぼ

すことになる。日本の将来を背負う立場にある私たちにとって、フリーター・ニート増加の

防止は、解決しなければなない一番の課題である。 
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第1章  調査背景 

第1節  フリーター･ニートの概要 
 
第１項 フリーターの定義 
フリーターとは、学生を除く 15～34 歳の男性または未婚の女性で、パート・アルバイト

をして働く者及びこれを希望する者である。フリーターという言葉はリクルート社が作った

言葉であり、「フリー」と「アルバイター」の合成語である。フリーター人口は 213 万人(2004
年)で、ここ 10 年間で倍増している。 
 
第２項 ニートの定義 
 ニートとは「Not in Education, Employment or Training」の頭文字をとって NEET と

称し、英国で生まれた言葉である。定義として 15～34 歳の男性または未婚の女性で、教育

機関に属していない者、かつ職業訓練を受けていない若者を指す。また、ニートは４つのタ

イプに分類される。反社会的で今が楽しければいいというヤンキー型。社会との関係を築け

ず、こもってしまう引きこもり型。就職を前に考え込んでしまい、いきづまってしまう立ち

すくみ型。いったんは就職したものの早々に辞め、自信を喪失したつまづき型である(小杉

礼子 ｢フリーターとニート｣ 勁草書房 2005 年)。なお本論文では、ニートでも特殊な引

きこもり型以外の３つの型全てを対象とする。わが国ではニートにあたる存在を「若年無業

者」とも呼び、ニート人口は 64 万人（2004 年）で、近年急増していることが問題になっ

ている。 
 
第３項 定義選択の理由 
定義は、内閣府でも発表しているが、私たちは厚生労働省の定義を元に、論文の作成に取

り組むことにした。2 つを比較すると、フリーターの捉え方において前者は 417 万人（2001）
で後者の約 2 倍の違いがあり、こちらはフリーターにならざるを得ない立場の人(正社員に

なれない人)を含んでいる。また現在無職で、パート・アルバイトを希望する人以外にも正

社員を希望している人、派遣・契約社員も含めている点でなお人口が多い。ニートにおいて

も 85 万人（2004 年）と一部求職者を含んだため、人口が多くなっている。 
このように範囲規定が曖昧な点や過去のデータの充足度を考慮し、私たちは厚生労働省の定

義を選択することにした。  
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第2節  フリーター･ニートの増減率 
 
第１項 フリーターの増減率 
労働力人口をみてみるとそれほど変わらないのに対し、フリーター数は 50 万人(1982 年)

から 213 万人(2004 年)と、２０年間で約４倍にまで増加している。これに（図１－１）よ

り、労働力人口におけるフリーターの比率も増加していることがわかる。2004 年では 9.84%
と、10%を超える日もそう遠くない。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
データ出典：総務省 2005 年『労働力調査』  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図１－１     フリーター増加率
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第２項 ニートの増加率 
ニート数は 1990 年から 2001 年までは、ゆるやかな増減を繰り返しているが、2002 年度

には急激に増加している。10 年間で 24 万人増加しており、現在は 64 万人にも及ぶ。従っ

て、労働力人口におけるニートの比率も増加していることがわかる。（図１－２）また 25
～34 歳の年齢層に至っては、10 年前に比べて倍増している。 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

データ出典：小杉礼子（2005 年）『フリーターとニート』 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

図１－２           ニート増加率
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第3節  政府の取り組み 
 
政府の取り組みとして文部科学省、厚生労働省、経済産業省、内閣府の 4 府省は 2005 年

度予算の概算要求に若者の雇用対策として、本年度は前年度予算の 526 億円を大きく上回

る計 810 億円を計上した。 
主に活動しているのは以下のものである。 
 

（１）「若者自立塾」の設置 
「若者自立塾」は、厚生労働省が 2005 年７月から順次スタートさせた事業で、全国で指

定された 20 団体が行っている。年間 2,400 人を対象に合宿形式で生活訓練、労働体験がで

き、3 カ月間の合宿生活を通じ、基本的な生活習慣を身につけながら職業体験に取り組み、

就労意欲を高めさせるセンターである。費用は保護者の所得に応じて異なるが、3 カ月で

28 万円程度である。 
 

（２）「YES－プログラム」の導入  
 厚生労働省は、平成 16 年度から企業を対象とした実態調査の結果に基づき、若年者の就

職促進を目的とした「若年者就職基礎能力支援事業 (YES－プログラム：Youth 
Employability  Support－Program）」を実施している。「YES－プログラム」は、実際

に企業が求めている「就職基礎能力」（＝コミュニケーション能力等）を身に付けるための

具体的内容を公表して、資格取得した若年者からの申請に応じ、厚生労働大臣名の証明書（＝

能力修得証明書）を発行するプログラムである。 
 

（３）「ジョブパスポート」制度 
「ジョブパスポート」制度は、厚生労働省を中心に 2005 年度に創設、開始されたもので

あり、ボランティア活動等の労働体験の機会に関する情報の収集・提供を行うとともに、そ

の活動の実績等を所定の様式（ジョブパスポート）に記録し、自己理解能力の向上に役立て、

企業にアピールできるように整理する制度である。    
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第2章  増加・発生要因 

第1節 バブル景気の崩壊 
 
日本は、今日まで学校の組織的な支援の下に、新規学卒就職・採用システムを軸に若者の

労働市場への移行を支えてきた。しかし、1990 年代初めの景気後退以降、企業側は固定費

削減を推進し、人員削減のためにリストラを行う企業が増加した。（図２－１）労働者に対

しては、残業の強要・欠員不補充、希望退職の募集などの雇用調整に加え、新規学卒者の採

用を抑制するようになった。そして、現在に至るまで成長余力のある企業の多くはバブル崩

壊後の採用を抑制し続けており、就職そのものが総じて厳しくなった。 
このように、多くの企業は労働力過剰状態に陥り、正社員の採用枠を狭くするだけでなく

リストラを慣行するようになり、フリーター・ニート増加を助長したと考えられている。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 データ出典：総務省 2004 年『労働力調査』 
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第2節 社会の視点とニートの増加構造 
 
第１項 正社員比率の低下 
前述にもある、正社員比率の低下要因として第一にバブル崩壊により企業が倒産し、大規

模なリストラを行い正社員の新規採用枠を狭くしたために労働人口における正社員比率の

低下(図２－２)と就業形態の多様化が原因として挙げられる。「働くこと＝正社員」という

図式はもはや成り立たない。アルバイト・パート・派遣社員・契約社員などライフスタイル

に合わせた労働時間を自由に選択することが可能になっている。 
第二に、日本企業の人事システムが変化してきている。新規採用者に社内研修を通じて成

長させるクローズドシステムが主流であったが、生産性の向上・費用削減を目的とした必要

な時に必要な人数だけ調達するというオープンシステムが主流になってきている。 
企業行動に不可欠なものは「ヒト・モノ・カネ」と言われてきたが、ヒトという面は近年

の人材ポートフォリオの成長により変化してきている。 
 
第２項 ニートの生成要因 
 ニートの増加要因は大別して 4 パターンある。 
第一に就職活動をしないまま教育機関を離脱してしまった者（中途退学者を含む）が指標

を見失ってしまったケースである。 
第二に、職業生活を離脱し社会で生きる自信を失ってしまった者がニートになってしまっ

たケースがある。本論分作成にあたりヒアリングに参加した人はどちらかのケースであっ

た。 
第三に複雑な家庭環境の引き起こすケースがある。複合型やその他の例外も存在するが、

何かの拍子にレールを外れてしまった者が多いのが分かる。総合的に見て個々の問題解決能

力や目標到達技術の未発達が大きな原因である場合が多い。 
 
第３項 早期離職者の増加 
 およそ「中卒・高卒・大卒＝7：5：3」の比率で存在しており（図２－３）、職業生活か

らこぼれ落ちる「フリーター予備軍」は毎年約 50 万人いる。（厚生労働省『YES プラグラ

ム』）これは、フリーター・ニート増加の要因の一つであり、彼らが企業から「根気がなく

いつ辞めるか分からない」と言われている大きな原因の一つでもある。（図２－７） 
 
第４項 フリーター･ニートの意識と社会からの視点のギャップ 
意識調査の結果、フリーターの正社員希望率は全体の 67.5％にも昇り、男性では約 8 割

にもなる。（図２－４）だが、就業への実際の取り組みを行っている人は全体の 23.4％しか

いない（図２－５）のが現状である。では、ニートではどうであろうか。定義でも挙げたが、

非労働人口であるため就業意識が低いと思われがちだが、ニートのうち 45.5％が「何か収

入になる仕事をしたい」という意識を持っている（図２－６）しかし、いくらフリーター・

ニートの正社員として就業したいという気持ちがあっても「フリーターであったことをマイ

ナスに見る」企業は約 40％あり、その内の理由は総称して「仕事に取り組む意識が低い」

というものである。（図２－７）この意識のギャップが結果的にフリーター・ニートの正社

員化を困難なものにし、その結果比率が低迷している理由であるとは考えられる。 
その一方で、「フリーターであったことをプラスに見る」企業も 60％存在する。（図２－

８）経験やチャレンジ精神、人脈を評価している。（図２－９）しかし、業界の内訳を見る

と医療福祉業や飲食宿泊業、サービス業など、どれも離職率トップの業界が並ぶ。（図２－

１０）これは職を転々とする人がいることを意味し、就業してもすぐ辞める「離職スパイラ

ル」を引き起こす原因となっている。 
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図２－２ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出所：リクルートワークス研究所『2015 年予測』p22 
 
図２－３ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出所：厚生労働省職業安定局集計 
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図２－４  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出所：2000 年 6 月 5 日リクルートワークス研究所『アルバイターの就労等に関する調査』 
 
 
 
図２－５ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出所：2000 年 6 月 5 日リクルートワークス研究所『アルバイターの就労等に関する調査』 
 
図２－６ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 データ出典：総務省 2002 年『就業構造基本調査』 
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図２－７ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
データ出典：企業規模・産業、フリーターであったことをマイナスに評価する理由別企業数の割

合・複数回答（厚生労働省平成 16 年 雇用管理調査『採用管理・退職管理』） 
 
 
 
図２－８ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

データ出典：厚生労働省 雇用管理調査『採用管理・退職管理』 
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図２－９ 
 

企業規模・産業、フリーターであったことを 
プラスに評価する理由別企業数の割合 

 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 

 データ出典：厚生労働省『採用管理・退職管理』 
 
 
図２－１０ 離職率トップクラス業界 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 データ出典：厚生労働省『採用管理・退職管理』 
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第3節 考察 
 
本章でフリーター・ニートへのヒアリング調査と現状分析をした結果、多くの場合教育機

関や職業生活から早期離脱した者がフリーター・ニートになることが分かった。これにより、

「教育機関から職業生活への移行の失敗」とも呼べるものである。さすれば、この移行をサ

ポートするシステムが本当に必要な制度なのではないだろうか。 
 



ＩＳＦＪ政策フォーラム２００５発表論文  ３rd‐４th Dec.2005 

 16

第3章 フリーター･ニーと増加が及

ぼす社会への弊害 

第1節  少子高齢化 
  
 今後の少子高齢化で、生産に従事する労働力は先細りしていくことは確かであり、さら

にニートの増加は労働力低下に拍車をかけることになる。先にも述べたとおり、ニートは

働かないために収入がなく、またフリーターも正社員に比べるとボーナスをもらえないこ

ともあり、収入は少ない。「経済力」と「安定」という面から考えると、当然結婚する確率

は激減するであろう。図 1 からもわかるように未婚男性の年収と未婚女性の年収期待のギ

ャップにはかなりの差が見られる。このまま未婚者が増えれば少子化が加速し、将来の日

本を支えていく働き盛りの若者の減少による労働力の低下は続き、それに反して年金に頼

って生活していく高齢者は増えるために、経済は衰退していくのではないかという懸念が

ある。 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



ＩＳＦＪ政策フォーラム２００５発表論文  ３rd‐４th Dec.2005 

 17

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
データ出典：山田昌弘「パラサイト社会のゆくえ」2004 筑摩書房 

 

第2節  個人消費の低下による財政圧迫 
 

正社員とフリーターでは、消費額の違いが 200 万円弱あり、（表３－１）正社員になら

ないことの消費損失額は 9 億円近い。（表２） 先にも述べた通り、正社員とフリーター

の生涯賃金は 2 億円近くあり、このために個人消費が伸び悩み、国内総生産（ＧＤＰ）

を押し下げると推測できる。次にニートについてだが、実際にシンクタンクの試算による

と、ニートの存在がすでに 7.000 億円以上の個人消費を引き下げたということがわかって

おり、さらに第一生命経済研究所が発表したニートの急増が日本経済に与える影響を分析

したレポートによると、87.3 万人のニートが 2000～05 年の潜在成長率を年率－0.25％下

押しするという。このように、このままの状態で、フリーター・ニートの増加が経済の衰

退を招くことは確実であるといえる。 
 
 
 
 
 

図１　未婚男性の年収と
未婚女性の年収期待のギャップ
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第3節  税収の低下による財政圧迫 
 

国の財源というものは、国民が納める税金によって成り立っている。正社員とフリータ

ーでは、生涯賃金の差が約2億円あり（表３－２）、収める所得税の差もこれに伴って 5.300
億円違ってくる（表３－２）。ニートに至っては収入が全くないため、所得税は支払って

いない。また、住民税と消費税を二つ合わせると、約 7.000 億円の損失である（表３－２）。

国民年金や健康保険に至っても未納となる可能性が高く、これらの要因から、国や地方自

治体の税収は減少し、財政悪化を引き起こす要因である。 
 
 
 
 
表３－１  正社員との比較 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

データ出典：ＵＦＪ総合研究所「フリーター人口の長期予測と経済的影響の試算」(2004 年） 
 
 
 
 
表３－２  正社員にならない事による経済的損失額 

住民税 約２，４００億円 

所得税 約５，３００億円 

消費税 約４，４００億円 

消費損失額 ８兆８，０００億円 

貯蓄損失額 ３兆８，０００億円 

データ出典：ＵＦＪ総合研究所「フリーター人口の長期予測と経済的影響の試算」(2004 年） 
 
 
 

  正社員 フリーター 

平均年収 387 万円 106 万円 

生涯賃金 2 億 1500 万円 5200 万円 

消費額 283 万円 103 万円 

年金（月） 146,000 円 66,000 円 
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第4節  生活保護による財政圧迫 
 

「Yomiuri Weekly」(2005.10.16.号、読売新聞関東本社)によると、働ける健康な体を持

ちながら「働かない」若者が、多数含まれているという。親の支援を受けられなくなって、

結局、生活保護を受けるに至っており、これらのニートたちに毎月約 10 万円が支給され

ている。生活保護の財源は、国が 4 分の 3、自治体が 4 分の 1 を担っている。 
現在、ニートの生活保護に約 2 億円が投資されており、さらに、今年度の予算案では

ニート対策の投資に 810 億円という数字が計上されている。これは、ニート 1 人当たり、

年間 126 万円という数字になる。我々の支払った税金がニート予防や脱ニートのために

使われているという状況なのである。このまま生活保護を受けるニートが増えると、さら

に財政を圧迫すると推測できる。 
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第4章 政策提言 

第1節 「New ニューディール」政策 
 
第１項 意義 
現状分析の結果からフリーターの半数以上の人が収入のある職業に就きたいという意識

があることがわかった。民間の企業がフリーター・ニートを雇用することで、何らかの奨励

を受けることができれば雇用意識も高まり、それが雇用の受け皿となる。最終的にフリータ

ー・ニートや今後それになる可能性のある人々が雇用されるので、今後のニート増加を食い

止めることができる。 
  
 
第２項 概要 
 

（１）モデル 
鳥取県では厳しい経済情勢が続く中、県庁や県の出先機関で働く県職員を始め、公立学校

の教職員や警察官、県立病院の職員などを含めた 12000 人以上の職員の給与を原則５％削

減（上級役職な場合は例外で 6～9％削減）した。これを財源として、失業者や無業者の雇

用の創出および教育、福祉分野の発展に努めている。財源は民間の雇用創出の部分において、

平成 14 年から平成 16 年の間で約 30 億円を積み立てているが、この財源を、失業者を雇用

した企業の事業主に雇用者１人あたり 30 万円を奨励金として助成することに活用してい

る。結果三年間で 2936 人の雇用を創出するという成果を出した。 
(出展：鳥取県版「雇用のためのニューディール政策」) 

 
 

（２）財源の確保 
鳥取県の「雇用のためのニューディール政策」をモデルとして、各都道府県の公務員の給

料（月別平均給与）を一律 5％削減しそれを財源とする。各都道府県の公務員数はそれぞれ

違うが、公務員の人数の多い東京、大阪、愛知などは軒並みフリーター・ニートの数も多い

のでその分財源を多く取る必要があるといえる。公務員を一般行政と特別行政の二つに分

け、それぞれの給与の 5％を掛け、各都道府県ごとに分けて割り出した結果、月額、東京都

では約 17 億円、という金額が割り出された。（表４－１）ただし公務員の月額給与は各都

道府県の地方公共団体ごとに若干の誤差があるため、あくまで全国平均の金額ということで

割り出している。 
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第３項 政策の内容と展望 
 

（１）内容 
対象者は、ニート・フリーターの定義にあてはまる者とし、2 節 3 項の財源を、民間の企

業が対象者を１人雇うごとに奨励金を 50 万円交付するために使う。実施するのは４７各都

道府県全てとする。また鳥取県のモデルを参考に次節にある「高校 4 年生政策」に、教育

に対する財源として全体の 5 分の１を活用する。 
 
 

（２）展望 
この政策により、全国で 1 年間に、約 3788 億円の財源が集まる。仮にこの財源を全て使

い、企業がフリーター・ニートを雇用すると仮定した場合、１年間で約 75 万 7600 人のフ

リーター・ニートを雇用できることになる。たが当然、企業が奨励金を得ることで雇用意識

が高まったとしても、1 年間で 75 万 7600 人のフリーター・ニートが雇用されることは考

えづらいし、今現在フリーター・ニートの人の全てが就労に向けて動き出すこともないだろ

う。次節にある教育の「高校 4 年生政策」と合わせれば、今後フリーター・ニートの増加

を防ぐべく環境作りという点に関しては、十分な役割を果たしているといえる。 
 
 

「各都道府県別財源額及び予想雇用人数」 
 

都道府県名 財源額（円） 雇用人数（人） 
北海道 １４億７２１１万４３ ２９４４ 
青森 4 億１１０７万１１９２ １０２９ 
岩手 4 億８０９２万７５６４ １２００ 
宮城 5 億２５６９万７９ １０５１ 
秋田 ３億２５７３万９２４６ ６５１ 
山形 ３億６９９２万４１３６ ９２４ 
福島 ５億５２４１万７６７５ １１０４ 
茨城 ６億４５２２万７２５４ １２９０ 
栃木 ４億６０９５万７７９５ ９２１ 
群馬 ４億６２５５万６１２３ ９２５ 
埼玉 １１億３９４４万８０３１ ２２７８ 
千葉 １１億３３８８万９４０１ ２２６７ 
東京 １７億３１２７万１６９６ ３４６２ 
神奈川 １３億４８４５万６０５６ ２６９６ 
新潟 ６億５８８４万８５６０ １３１７ 
富山 ２億９９０６万４９２８ ５９８ 
石川 ３億６０万１５７５ ６１２ 
福井 ３億２２３０万７２８１ ５１５ 
山梨 ２億７２８８万７８６７ ５４５ 
長野 ５億２７８２万１１８３ １０５５ 
岐阜 ４億８９３１万９２３７ ９７８ 
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静岡 ７億３４８０万４６５９ １４６９ 
愛知 １２億７４６３万１０６１ ２５４９ 
三重 ４億４４６９万３６８ ８８９ 
滋賀 ３億４１２４万３０２８ ６８２ 
京都 ５億５７４２万５７６９ １１１４ 
兵庫 １１億３５４３万４４５２ ２２７０ 
奈良 ３億５１１５万２６６１ ７０２ 
和歌山 ３億２３１９万９６８０ ６４６ 
鳥取 ２億１０１０万９０９５ ４２０ 
島根 ２億７０５０万８１３４ ５４１ 
岡山 ４億４５６１万３８４６ ８９１ 
広島 ６億３７５万９５２２ １２０７ 
山口 ４億８８４８万８９９５ ７８１ 
徳島 ２億５９３３万７５９７ ５１８ 
香川 ２億７８９９万７０３２ ５５７ 
愛媛 ４億１３２０万５７０６ ８２６ 
高知 ２億８５７４万５５２８ ５７１ 
福岡 ９億４９０６万９４０７ １８９８ 
佐賀 ２億５７８４万５８２４ ５１５ 
長崎 ４億１７６２万５３４７ ８３５ 
熊本 ４億３３６４万４１４５ ８６７ 
大分 ３億３８６８万５７０３ ６７７ 
宮崎 ３億３４５１万２０２９ ６６９ 
鹿児島 ４億９７９５万０２０８ ９９５ 
沖縄 ４億２５７９万４５７９ ８５１ 

データ出典：   
東京都ＨＰ「WEB 広報東京都」 
総務省「地方行革の全体像」 
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第2節 「高校４年生」政策 
 
第１項 背景 
 

（１）導入の背景 

本政策は、高等学校を卒業した後に、フリーターやニートへ移行する若者の発生を抑える

ための政策である。高校卒業と同時にフリーター・ニートになる原因に、大学受験失敗など

による高校教育機関からの移行の失敗や、就業意識の低下による就業しない若者の増加など

が考えられる。そこで、こうした高校新卒者（以下、新卒者）を対象に、就業訓練を行う場

を高等学校に設ける政策を提言することに至った。 

 

（２）高校新卒者の進路状況の変化 

 かつての日本では、高校卒業者の過半数以上の学生は就職していた。しかし 1990 年代に

入ってから、学歴社会の影響や、大学入試制度の多様化で大学進学の機会が増加したことに

よって、大学への進学率が上昇し続けている。1992 年には高卒者の就職者数は 58 万人で、

大学への進学者数は 59 万人となり、大学への進学者数が就職者数を上回った。（図４－１）

その後も、大学進学者数が増加する一方で、就職者数は減少し続けた。 
もう一つの進路状況の変化に、新卒フリーターの増加が挙げられる。新卒フリーターとは、

高校卒業後、進学もせず、予備校にもいかず、職にもつかず、家事手伝いになる訳でもなく、

アルバイト生活を送る若者のことである。また一方で、新卒フリーターと同じように、進路

が未定のままで卒業し、その上アルバイトもしない若者も存在する。つまり、高校卒業後、

そのままニートへ移行してしまう若者である。卒業後何もしない若者、そうした学生を本節

では「新卒ニート」と呼ぶことにする。これらの新卒フリーター・新卒ニートの数と比率は

図４－２にあるように、近年、減少傾向に向かっている。しかし、減少傾向にはあっても、

このデータから生まれる数はあくまで新規のフリーター・ニートであり、未だに約 10 万人

ものフリーター・ニートが年々新たに現れている。 
そこで、このような新卒フリーター・新卒ニートの発生を抑えることを目的とした、政策

を提言することに至った。 
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「大学等進学率」で用いた大学等進学者とは、大学の学部・通信教育部・別科、短期大学の本科・

通信教育部・別科、高等学校等の専攻科への進学者である。また、進学しかつ就職した者を含

む。              
 データ出典：文部科学省「学校基本調査」（平成 17 年） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

データ出典：文部科学省「学校基本調査」（平成 17 年） 

図４－１　卒業率と就職率の変化
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図４－２　新卒フリーター･新卒ニート数と比率
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第２項 事例 
本政策の内容を述べる前に、本政策で着目した職業訓練機関と教育機関の事例と

して、２年前に政府が始めた「ジョブカフェ」と、一部の公立高校で設けられてい

る「補習科」の概要を紹介する。 

 

（１）「ジョブカフェ」 

 近年、政府が取り組み始めた職業訓練機関として「ジョブカフェ」があげられる。ジョ

ブカフェとは、平成１５年に、文部科学省、厚生労働省、経済産業省及び内閣府の関係 4

府省が策定した「若者自立・挑戦プラン」に位置づけられたもので、地域の実情に合った

若者の能力向上と就職促進を図るためのワンストップセンターのことである。ワンストッ

プセンターとは、名前の通り雇用関連のサービスを１ヶ所で受けられるセンターのことで

ある。同年に、52.5 億円の予算を投入して、全国 20 府県でサービスを開始し、現在は 46

都道府県 95 箇所に設置されている。サービス内容としては、就職や将来の相談を主とする

カウンセリング、セミナーや講演、情報提供などを主に行っている。 

 しかし、ジョブカフェの認知度は低い。ジョブカフェを実際に利用するためには、まず

個人情報を登録する必要があり、その登録者は 2005 年現在、全国で 5万人余りである。し

かもその中の約 2割は就職のめどが立たない相談者であるという。また、ジョブカフェを

利用して最終的に就職を決めた人は 8千人しかいない。このようにジョブカフェのサービ

スが開始して約２年の歳月が流れたが、現在のフリーター・ニート人口と、登録者数や決

定者数とを比較するとジョブカフェがうまく機能しきれていないことが分かる。 

 

（２）「補習科」 

 表４－３のように全国の公立高校の中には、「補習科」と呼ばれる特別学科を設けている

高校が存在している。補習科とは、いわゆる学校にある大学受験のための予備校のことであ

る。現在、国内には無数の大学受験のための予備校が存在しており、大学進学にあたっての

準備期間としての役割を果たしている。 

 しかし、予備校は現在のように普及する以前は数も少なく、授業料は高かった。そこで、

地方自治体やＰＴＡ（Parent-teacher Association）が主体となり、若者の学力低下、学習

意欲の低下を防ぐために、補習科を設置した。 

 補習科は、大学受験に失敗した生徒が、来年度の受験のために高校で学習をする機関であ

る。講師はその高校の教師で、年間平均授業料は約１５万円で、運営費は全て生徒負担の授

業料で賄っている。近年は、予備校が普及してきたために、補習科の存在自体が危ぶまれて

いる。しかし、予備校に比べ授業料が安いことや、職業訓練場所が高校であるために身近な

存在であるというメリットもある。 
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表４－３ 補習科を設けている公立高校   

都道府県 高校名 都道府県 高校名 

岡山県 岡山朝日高校 島根県 松江北高校 

 岡山一宮高校  松江南高校 
 岡山大安寺高校  松江東高校 
 岡山操山高校  出雲高校 
 岡山芳泉高校  浜田高校 
    

香川県 高松高校 宮崎県 宮崎西高校 
 丸亀高校  宮崎大宮高校 

 観音寺中央高校   
 高松西高校   
 坂出高校   

独自調査（全都道府県教育委員会問い合わせ） 

 

 
第３項 政策の意義 
 

（１）概要 

 
①対象者 

 新卒者のうち卒業後、進学先、就職先が決まっていない若者の中の希望者を対象とする。 

 

②場所 

 公立の小中学校の児童生徒数は，昭和 57 年には 1700 万人いたが、平成 14 年には 1100 万

人に減少している。これに合わせて，当時 50 万あった学級数は 39 万学級へと減少し、余裕

教室（空き教室）が増加した。現在では、小中学校を中心に余裕教室の再利用法を図ってい

る段階にある。そこで、公立高校に生じた余裕教室を中心に、職業訓練の場所の確保を行う。 

 

 文部科学省の定義では次のように分けられる。 

余裕教室 現在、将来とも恒久的に余裕となると見込まれる普通教室のこと。 

空き教室 
余裕教室のうち、将来計画がなく当該学校では不要になると見込まれて

いる普通教室のこと。  

一時余裕教室 

現在はクラスルーム等としては使われていないが、将来の学級数の増加，

学年毎の学級数の変動その他の理由により、当面特定用途目的のスペー

スに改造せず留保している普通教室のこと。 

出所：文部科学省（施設助成課 HP） 

③職業訓練期間 

 高校を卒業した年の４月から翌年３月までの期間で、原則として１年間とする。（4 年生） 
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④運営費 

 公立高校（全日制）の年間平均授業料は約 11 万円で、「補習科」の年間平均授業料は約

15 万円である。本政策にあたっては、講演費や、外部活動費などの予算を別に組む必要が

あり、「補習科」の授業料よりは割高になることが予測できる。そこで補助的な財源として、

前節で挙げた政策によって融資される約 947 億円がある。以上のように、運営費は生徒負

担の授業料と、新政策から得られる新たな財源によって賄っていくことが可能である。 
 

（２）内容 

本格的な職業訓練は前述の通りジョブカフェでも実践している。多額の予算を費やして

いる施設であり、活用の幅を広げるためにも、本政策との相互関係が必要になってくる。

そこで、ビジネス科で行う授業内容は、カウンセリング、インターン活動、社会人のマナ

ー講習、就職活動ガイダンス、講演会、は勿論のこと、教育機関の特徴を活かし、ＯＢ・

ＯＧ講演などを組み込む。職業訓練機関との連携を図るために、ジョブカフェまたは地元

のハローワークの訪問によって就業訓練機関への理解を深め、公立高校の特長を活かし、

地元住民、自治体と連携したボランティア活動など、高等学校という教育機関であるから

こその特別な活動をすることも可能である。 
（職業訓練機関を設ける際の想定として、以下では「ビジネス科」の設置をする） 

 
（３）モデル校の誘致 

 運営方法に関しては、各都道府県の公立高校の中から、余裕教室などの場所の確保がで

き、且つ生徒側からの視点で、通学のしやすさなどの利便性を考慮した上で、各都道府県

から最低校をモデル校として誘致する。 

 モデル校を設けることによる利点は、ネットワークを駆使した情報共有である。それに

より、相互の連帯感を高め、健全な運営に結びつくと同時に、生徒側からも、他行との交

流の機会を与えることも可能になる。 

 管理に関しては、全国に１ヶ所サポート施設を、前節の税収増加の一部を設け、ネット

ワーク管理、活動内容記録などを行う。 

  
第４項 展望 
 このように、本政策は今後の新卒ニート・新卒フリーターの発生を抑えることを狙いと

しており、それらの手段として、高等学校という新卒者にとって身近な教育機関の中に職業

訓練機関「ビジネス科」を設けることにした。これにより、「教育」から「社会」への移行

で失敗した若者、また移行につまずいている若者などが、「ビジネス科」を利用し、就職活

動の準備、就業意識の向上を計り、結果的にニート・フリーターの発生を抑えることが出来

る。また、相乗効果として早期離職者の減少も期待することができる。  
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